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１．経営成績等の概況

(1）当期の経営成績の概況 

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府・日銀による経済政策や金融政策により、雇用、所得環境の改善が

進んでいるものの、個人消費は依然低調で推移するなど国内景気は足踏み状態が続いております。 

また、新興国経済の減速、英国におけるEU離脱問題や米国の新政権発足等による世界経済の不確実性が高まり、

不透明感が増しております。 

当社を取巻く水産卸売業界においては、天候不順による鮮魚類の入荷減少、また市場外流通の増大、市場内流通

縮小による価格競争の激化等の構造的な諸問題、消費者の安全・低価格志向や魚離れ等、厳しい業界環境が続いて

おります。 

このような状況のもと、当社グループは、大衆魚を中心とした鮮魚類の不漁による入荷減少もありましたが、平

成28年９月に築地市川水産㈱をグループ化したことによる増収効果もあって、売上高は783億10百万円（前年同期

売上高781億55百万円）と増収となり、収益面では入荷減並びに利益率低下に加え、市場移転に備え在庫水準を引

下げたことによる築地場内冷蔵庫の収益悪化、また、前年度に賃貸用不動産を売却したことによる収益減もあり、

営業損失は51百万円（前年同期営業利益２億42百万円）、支払利息の削減等により、経常利益は18百万円（前年同

期経常利益２億92百万円）となり、投資有価証券売却益６億33百万円を特別利益に計上したことにより、親会社株

主に帰属する当期純利益は６億49百万円（前年同期親会社株主に帰属する当期純利益９億74百万円）となりまし

た。 

なお、移転延期に伴って発生する豊洲関連費用および築地における追加的費用は、東京都の補償スキームにより

補償されますので、移転延期に伴い発生する費用自体が平成29年３月期の業績に与える影響は軽微であります。 

セグメントの業績は次のとおりであります。 

水産物卸売業は、売上高は777億57百万円（前年同期は773億95百万円）、セグメント損失は１億45百万円（前年

同期は25百万円のセグメント利益）となりました。冷蔵倉庫業は、売上高は３億97百万円（前年同期は４億59百万

円）、セグメント利益は４百万円（前年同期は42百万円のセグメント利益）となりました。不動産賃貸業は、売上

高は１億55百万円（前年同期は３億円）、セグメント利益は89百万円（前年同期は１億74百万円のセグメント利

益）となりました。 

 

（次期の見通し） 

国内鮮魚入荷の減少傾向は続き、輸入物を主体とする冷凍品も高騰する一方で、消費者の節約志向は継続して

おり、市場外流通との競合も相まって、水産物卸売業界を取り巻く環境は引続き厳しい状況が続くと予想しており

ます。 

このような状況の中、次期業績の見通しにつきましては、販売力強化と利益率の改善、物流費を中心としたより

一層の経費の削減に注力することにより、売上高は810億円、営業利益は１億円、経常利益は１億30百万円、親会

社株主に帰属する当期純利益は１億20百万円としております。 

なお、当社は、豊洲新市場への移転を前提として、『新経営計画＝CHALLENGE―2020』を推進しておりました

が、東京都知事による移転延期の発表により、平成28年11月に実施される予定であった移転時期が不透明となった

ため、次期業績見通しについては、引続き東京都中央卸売市場築地市場での営業を前提とした見通しとしておりま

す。 

また、上記記載のとおり、移転延期に伴って発生する豊洲関連費用および築地における追加的費用は、東京都の

補償スキームにより補償されますので、移転延期に伴い発生する費用自体が次期の業績に与える影響は軽微であり

ます。 

 

(2）当期の財政状態の概況 

当連結会計年度末の総資産は180億86百万円となり、前連結会計年度末に比べ49億37百万円増加いたしました。

流動資産は84億60百万円となり、５億63百万円増加いたしました。これは主に売掛金が増加したことによるもので

す。固定資産は95億26百万円となり、43億32百万円増加いたしました。これは主に建設仮勘定の増加によるもので

す。当連結会計年度末の負債は123億28百万円となり、前連結会計年度末に比べ48億46百万円増加いたしました。

流動負債は59億59百万円となり、５億45百万円減少いたしました。これは主に短期借入金の減少によるものです。

固定負債は63億69百万円となり、53億92百万円増加いたしました。これは主に長期借入金の増加によるものです。

当連結会計年度末の純資産は、利益剰余金の増加により、57億57百万円となりました。この結果、自己資本比率は

前連結会計年度末の43.1％から31.8％となりました。 

 

当連結会計年度の連結キャッシュ・フローは次のとおりとなっております。 

営業活動によるキャッシュ・フローについては、売上債権は増加しましたが仕入債務の増加とたな卸資産の減少

等により17百万円の収入（前連結会計年度は９億27百万円の収入）となりました。 
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投資活動によるキャッシュ・フローについては、投資有価証券売却による収入がありましたが有形及び無形固定

資産の取得による支出等で39億15百万円の支出（前連結会計年度は２億88百万円の収入）となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローについては、長期借入金の増加により36億36百万円の収入（前連結会計年度

は10億58百万円の支出）となりました。 

 この結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は２億61百万円減少し22億26百万円となりました。 

 

 当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

  平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 

自己資本比率 ２４．８％ ２８．５％ ３５．９％ ４３．１％ ３１．８％ 

時価ベースの自己資本比率 １４．３％ ２０．６％ ２４．３％ ２１．３％ １４．３％ 

キャッシュ・フロー対有利子負

債比率 
－ ６．９年 ３．５年 ３.６年 ４３０.４年 

インタレスト・カバレッジ・レ

シオ 
－ １４．３倍 ２４．９倍 ２４．３倍 １．９２倍 

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

   時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

   キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※ いずれも連結ベースの財政数値により計算しております。 

   平成25年のキャッシュ・フロー対有利子負債比率とインタレスト・カバレッジ・レシオは、営業キャッシ

ュ・フローがマイナスのため算出しておりません。 

 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、資本効率の向上及び株主に関する安定配当が重要な経営課題と考えており、今期の業績及び財務状況等

を踏まえ、平成29年３月期の期末配当金につきましては、平成28年８月９日発表の「株式併合に伴う配当予想の修

正に関するお知らせ」のとおり、１株当たり30円とさせていただきます。また、次期配当（平成30年３月期）につ

きましても、１株当たり配当金は期末配当として同様に30円を予定しております。

 

２．経営方針

(1）会社の経営の基本方針 

当社は、卸売市場法に基づく東京都中央卸売市場の荷受会社として、“国民の健康的な食生活への貢献”という 

社会的使命を果たしていくとともに、集荷力・販売力の強化に努め、首都圏の一大消費地を抱える市場荷受として 

の優位性を発揮しつつ、“旧来型の荷受会社から、広範な機能を有する販売会社への転換”を図り、新たな価値創 

造によってステークスホールダーの期待に応えて参ります。 

 

(2）中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題 

当社グループは、平成26年度より『新経営計画＝CHALLENGE―2020』を推進しており、豊洲新市場移転への助走

期間と位置付けた２年計画“フェーズⅠ”は、平成27年度で所期の目的を概ね達成し終了しました。 

平成28年からは、セカンドステップとして“フェーズⅡ”をスタートさせ、同年８月末に、豊洲新市場における

加工機能の拡充等の戦略拠点として、総投資額53億円を投じた多機能型冷蔵庫を完成させ、同年11月の新市場開場

に向け万全の態勢を整えておりました。 

しかしながら、東京都知事による移転延期の発表（平成28年８月末）により状況は一変し、豊洲新冷蔵庫は未稼

働（建設仮勘定）となり、“フェーズⅡ”の所期の計画については、歩みを止めざるを得ない状況にあります。 

株主始めステークホールダーの皆様には、多大なるご心配をお掛け致しますが、この移転問題に対する適時的確

な対応を最優先に検討して参りますので、何卒、事情ご賢察のうえ、引き続きご支援を賜りますようお願い申し上

げます。 

一方、当社は、上記フェーズⅡで掲げた販売力強化という機能拡充の一環として、平成28年８月末日付で、東京

都中央卸売市場築地市場の大手仲卸業者である築地市川水産（株）（取扱高：約62億円）をグループ化（当社子会

社の共同水産（株）の100％子会社）しており、今後とも、当社基本戦略の推進に着実に取り組んで参ります。 
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３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、国内の同業他社との比較可能性の確保するため、また利害関係者の多くは、国内の株主、債権者、

取引先等であり、海外からの資金調達の必要性が乏しいため、会計基準につきましては日本基準を適用しております。
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４．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成29年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,487 2,226 

受取手形及び売掛金 3,142 3,821 

有価証券 2 - 

商品及び製品 2,027 1,935 

原材料及び貯蔵品 8 12 

前払費用 24 26 

短期貸付金 31 30 

その他 315 498 

貸倒引当金 △142 △91 

流動資産合計 7,896 8,460 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 2,869 2,883 

減価償却累計額 △1,987 △2,023 

建物及び構築物（純額） 881 859 

機械装置及び運搬具 229 249 

減価償却累計額 △227 △233 

機械装置及び運搬具（純額） 2 16 

土地 808 808 

リース資産 191 199 

減価償却累計額 △118 △95 

リース資産（純額） 72 103 

建設仮勘定 1,200 5,738 

その他 84 200 

減価償却累計額 △80 △107 

その他（純額） 3 92 

有形固定資産合計 2,969 7,620 

無形固定資産 78 143 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,789 1,405 

長期貸付金 260 237 

その他 225 306 

貸倒引当金 △129 △186 

投資その他の資産合計 2,145 1,763 

固定資産合計 5,193 9,526 

繰延資産    

開業費 58 99 

繰延資産合計 58 99 

資産合計 13,148 18,086 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成29年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 2,441 3,043 

短期借入金 3,320 2,108 

リース債務 32 36 

未払金 56 42 

未払費用 247 254 

未払法人税等 178 2 

未払消費税等 113 5 

賞与引当金 63 62 

その他 50 403 

流動負債合計 6,505 5,959 

固定負債    

長期借入金 - 5,276 

リース債務 67 88 

繰延税金負債 125 171 

再評価に係る繰延税金負債 8 8 

退職給付に係る負債 469 492 

長期未払金 3 3 

長期預り保証金 295 315 

資産除去債務 5 5 

その他 - 6 

固定負債合計 976 6,369 

負債合計 7,481 12,328 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,037 2,037 

資本剰余金 983 983 

利益剰余金 1,883 2,464 

自己株式 △5 △5 

株主資本合計 4,898 5,479 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 749 257 

繰延ヘッジ損益 △0 - 

土地再評価差額金 19 19 

その他の包括利益累計額合計 768 277 

純資産合計 5,666 5,757 

負債純資産合計 13,148 18,086 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

売上高 78,155 78,310 

売上原価 74,297 74,688 

売上総利益 3,857 3,622 

販売費及び一般管理費 3,615 3,674 

営業利益 242 △51 

営業外収益    

受取利息 47 39 

受取配当金 30 32 

その他 26 18 

営業外収益合計 105 89 

営業外費用    

支払利息 38 8 

その他 17 10 

営業外費用合計 55 19 

経常利益 292 18 

特別利益    

固定資産売却益 1,010 - 

投資有価証券売却益 - 633 

特別利益合計 1,010 633 

特別損失    

減損損失 154 - 

特別損失合計 154 - 

税金等調整前当期純利益 1,148 652 

法人税、住民税及び事業税 175 4 

法人税等調整額 △1 △0 

法人税等合計 173 3 

当期純利益 974 649 

親会社株主に帰属する当期純利益 974 649 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当期純利益 974 649 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 68 △491 

繰延ヘッジ損益 2 0 

土地再評価差額金 0 - 

その他の包括利益合計 71 △491 

包括利益 1,046 157 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 1,046 157 

非支配株主に係る包括利益 - - 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 2,037 983 908 △5 3,923 

当期変動額           

親会社株主に帰属する当期
純利益     974   974 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 - - 974 △0 974 

当期末残高 2,037 983 1,883 △5 4,898 

 

           

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金 その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 680 △2 19 697 4,621 

当期変動額           

親会社株主に帰属する当期
純利益         974 

自己株式の取得         △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

68 2 0 71 71 

当期変動額合計 68 2 0 71 1,045 

当期末残高 749 △0 19 768 5,666 
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当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 2,037 983 1,883 △5 4,898 

当期変動額           

剰余金の配当     △67   △67 

親会社株主に帰属する当期
純利益     649   649 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 - - 581 △0 581 

当期末残高 2,037 983 2,464 △5 5,479 

 

           

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金 その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 749 △0 19 768 5,666 

当期変動額           

剰余金の配当         △67 

親会社株主に帰属する当期
純利益         649 

自己株式の取得         △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

△491 0 - △491 △491 

当期変動額合計 △491 0 - △491 90 

当期末残高 257 - 19 277 5,757 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 1,148 652 

減価償却費 136 83 

減損損失 154 - 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 50 14 

賞与引当金の増減額（△は減少） △0 △4 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △1 22 

受取利息及び受取配当金 △78 △71 

支払利息 38 8 

有形固定資産売却損益（△は益） △1,010 - 

投資有価証券評価損益（△は益） 2 0 

有価証券運用損益（△は益） △0 - 

投資有価証券売却損益（△は益） △1 △633 

売上債権の増減額（△は増加） 309 △525 

たな卸資産の増減額（△は増加） 36 368 

前渡金の増減額（△は増加） 50 - 

仕入債務の増減額（△は減少） 260 496 

その他 △199 △296 

小計 896 115 

利息及び配当金の受取額 80 71 

利息の支払額 △30 △8 

法人税等の支払額 △19 △161 

営業活動によるキャッシュ・フロー 927 17 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形及び無形固定資産の取得による支出 △1,204 △4,696 

有形固定資産の売却による収入 1,679 - 

投資有価証券の取得による支出 △96 △310 

投資有価証券の売却による収入 1 884 

有価証券の償還による収入 12 2 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出 
- △106 

貸付金の回収による収入 145 95 

貸付けによる支出 △154 △84 

その他 △94 300 

投資活動によるキャッシュ・フロー 288 △3,915 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △607 △1,552 

長期借入れによる収入 277 5,283 

長期借入金の返済による支出 △686 - 

自己株式の取得による支出 △0 △0 

配当金の支払額 △0 △66 

その他 △40 △26 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,058 3,636 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 157 △261 

現金及び現金同等物の期首残高 2,330 2,487 

現金及び現金同等物の期末残高 2,487 2,226 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

会計方針に関する事項 

(イ）重要な資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

……連結決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

……移動平均法による原価法

(2）デリバティブ

……時価法

(3）たな卸資産

商品及び製品…………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの

方法により算定）

原材料及び貯蔵品……個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの

方法により算定）

(ロ）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）………主として定率法を採用しております。ただし、平成28年４月１日

以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物     ８～47年

機械装置及び運搬具   10～13年

無形固定資産（リース資産を除く）………定額法

 なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

リース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(ハ）繰延資産の処理方法 

開業費 

 会社開業時より５年で定額償却することとしております。 

(ニ）重要な引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金

 売上債権等の貸倒損失に備えるため、売上債権等を一般債権、貸倒懸念債権等に分類し、各債権分類ご

との貸倒実績率等により貸倒引当金を計上しております。

(2）賞与引当金

 従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度負担額を計上しております。

(ホ）退職給付に係る会計処理の方法

 当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合

要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(ヘ）重要なヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

 繰延ヘッジ処理によっております。

なお、為替予約について振当処理の要件を充たしている場合には、振当処理によっております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段………為替予約等

ヘッジ対象………売掛金、買掛金、予定取引、外貨建金銭債権利息

(3) ヘッジ方針

 当社は、その企業理念である堅実経営に則り、外貨建金銭債権債務にかかる将来の為替変動リスクを

回避するため、原則として個別取引ごとにヘッジ目的で為替予約取引等を行っております。
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(4) ヘッジ有効性評価の方法

 原則としてヘッジ開始時から有効性評価時点までの期間においてヘッジ対象評価の方法とヘッジ手段

の相場変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。

なお、為替予約等についてはヘッジに高い有効性があるとみなされるため、有効性の評価については

省略しております。

(ト）のれんの償却方法及び償却期間 

のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

(チ）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(リ）消費税等の会計処理

 税抜方式を採用しております。

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報

告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度から適用し、平成28年４月１日以後に取得する建物附属設備及び構

築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

これらの変更による影響は軽微であります。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当連結会

計年度から適用しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役により構成する経営会議が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に

検討を行う対象となっているものであります。

当社は、取り扱う商品・サービス別に、連結子会社においては個社別に報告を受け、業種別に包括的

な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社は、業種別のセグメントで構成されており、「水産物卸売業」、「冷蔵倉庫業」及

び「不動産賃貸業」の３つを報告セグメントとしております。

「水産物卸売業」は、水産物及びその加工製品の卸売をしております。「冷蔵倉庫業」は、水産物の

冷蔵保管等をしております。「不動産賃貸業」は、不動産の賃貸等をしております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱

い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度から適用し、平成28年４月１日以

後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

 この変更による影響は軽微であります。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

          （単位：百万円） 

  水産物卸売業 冷蔵倉庫業 不動産賃貸業 合 計 
調整額 

（注）１，２ 

連結財務諸 
表計上額 
（注）３ 

売上高            

外部顧客への売上高 77,395 459 300 78,155 - 78,155 

セグメント間の内部売上高又は 

振替高 
- 13 - 13 △13 - 

計 77,395 473 300 78,169 △13 78,155 

セグメント利益 25 42 174 242 - 242 

セグメント資産 8,198 1,489 1,564 11,251 1,896 13,148 

その他の項目            

減価償却費 36 9 65 111 25 136 

有形固定資産及び無形固定資産の

増加額 
37 1,202 - 1,239 6 1,246 

（注）１．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去額であります。

２．セグメント資産の調整額は各報告セグメントに配分していない全社資産であり、その主なものは

提出会社の長期投資資金（投資有価証券等）であります。

３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

          （単位：百万円） 

  水産物卸売業 冷蔵倉庫業 不動産賃貸業 合 計 
調整額 

（注）１，２ 

連結財務諸 
表計上額 
（注）３ 

売上高            

外部顧客への売上高 77,757 397 155 78,310 - 78,310 

セグメント間の内部売上高又は 

振替高 
- 18 - 18 △18 - 

計 77,757 416 155 78,329 △18 78,310 

セグメント利益又は損失（△） △145 4 89 △51 - △51 

セグメント資産 9,058 5,658 1,531 16,248 1,837 18,086 

その他の項目            

減価償却費 20 5 31 57 25 83 

有形固定資産及び無形固定資産の

増加額 
442 4,185 2 4,629 172 4,801 

（注）１．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去額であります。

２．セグメント資産の調整額は各報告セグメントに配分していない全社資産であり、その主なものは

提出会社の長期投資資金（投資有価証券等）であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

前連結会計年度（自平成27年４月１日  至平成28年３月31日） 

        （単位：百万円） 

  水産物卸売業 冷蔵倉庫業 不動産賃貸業 全社・消去 合計 

減損損失 148 - - 5 154 

 

当連結会計年度（自平成28年４月１日  至平成29年３月31日） 

 該当事項はありません。 

 

（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成28年４月１日
至  平成29年３月31日）

１株当たり純資産額 2,525.04円 2,565.49円

１株当たり当期純利益金額 434.32円 289.25円

（注）１．前連結会計年度及び当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

２．平成28年10月１日を平成28年10月１日を効力発生日として、10株を１株とする株式併合を実施したため、

前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益金額を算定しておりま

す。

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前連結会計年度

（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益金額（百

万円）
974 649

普通株主に帰属しない金額（百万円） - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期

純利益金額（百万円）
974 649

期中平均株式数（千株） 2,244 2,244
 
 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

５．その他

役員の異動 

① 代表取締役の異動

 該当事項はありません。 

 

② その他の役員の異動

・退任予定取締役 

常務取締役 桶田 晴生

 

③ 退任予定日

 平成29年６月29日（第69期定時株主総会開催日） 
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